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我が国 では ，急 速 な人口 減少 や高 齢 化によ る都 市問 題 が顕在 化し ，持 続 可能な

都市構 造へ の転 換 が喫緊 の課 題と な ってい る ．ま た ，公 共交通 が脆 弱な 地 方では ，

主要な 利用 交通 手 段が自 動車 とな っ ており ，依 然と し て渋滞 や事 故と い った自 動

車交通 の問 題 が 大 きい ． さら に， 近 年では 高齢 者ド ラ イバー の増 加に よ る事故 の

発生と いっ た問 題 も顕在 化し てき て いる ．  

このよ うな 状況 か ら，国 土交 通省 は，都市の 活力 を 持 続 してい くた め，都 市再

生特別 措置 法を 一 部改正（ 2014 年 8 月）し ，一 定の 居住 地に居 住者 を集 約 し，こ

れと中 心市 街地 を 効率的 に公 共交 通 で接続 する ，「コ ン パクト ＋ネ ット ワ ーク 」と

言われ る都 市構 造 への転 換を 促し て いる．  

また一 方で ，計画 の策定 に当 たっ て は，証拠 に基 づく 政策立 案（ EBPM）を求

めてお り， 定量 的 なデー タに より 問 題・課 題を 的確 に 把握し たう えで の 計画策 定

を行う よう 自治 体 に要請 して いる ．  

し か し な が ら ， 現 在 ま で に 把 握 さ れ て い る 統 計 デ ー タ や 調 査 手 法 で は ， 特 に，

計画の 要と なる 中 心部の 賑わ いに 関 する 施 策実 施に 向 けた 有 効な 施策 評 価手法 や ，

分かり やす い評 価 指標が 確立 して い ない． この ため ， 上述し た都 市構 造 への転 換

を目指 す計 画と な る 「立 地適 正化 計 画」 の 策定 にお い ても， 依然 とし て ， 各自 治

体職員 など 計画 策 定者の 感覚 で決 め られて いる 施策 が 多いと 指摘 され て いる． 更

に，立 地適 正化 計 画では ， 5 年 毎に モニタ リン グに よ る施策 評価 が求 め られて い

るが ，施 策の 効果 を 十分に 評価 でき る 指標が 整備 され て いない とい う問 題 も ある ．

これま で都 市交 通 の現状 を 定 量的 に 把握し よう とす る 場合， 大規 模な 予 算を必 要

とする パー ソン ト リップ 調査 を実 施 する必 要が あり ， 近年の 財政 事情 か ら実施 可

能な都 市が 限ら れ るなど ，現 状把 握 も困難 な状 況で あ る．  

このよ うな 中で ，近 年ビッ グデ ータ の 一つで ある ，携帯 電 話基地 局デ ータ が 注

目され てき てい る ．本デ ータ は， 携 帯電 話 の運 用情 報 に基づ くデ ータ で あり， ス

マート フォ ンだ け でなく フィ ーチ ャ ーフォ ンを 含む す べての 携帯 電話 が サンプ ル

となる ため ，国内 最大の シェ アを 持 つ携帯 電話 会社 の 場合 ，約 7 ,600 万台（ 2018

年 3 月現 在）の 24 時間 365 日の おお よその 位置 情報 か らデー タが 作成 さ れる．  

これよ り作 成さ れ るデー タは ，任意 地 域間の 移動 人口 や 任意地 域の 任意 時 間帯

におけ る滞 留人 口 （活動 人口 ） で あ り，こ れま では ， パーソ ント リッ プ 調査を 実

施しな けれ ば把 握 できな い情 報 で あ った． さら に， パ ーソン トリ ップ 調 査（サ ン

プル 率 3～ 10％） と比較 して ，非 常 に大き なサ ンプ ル から作 成さ れた デ ータで あ

る．こ のデ ータ は ，移動 手段 や移 動 目的が 把握 でき な いなど 課題 はあ る ものの ，

上述し た街 づく り 施策 や 都市 交通 の 評価へ の活 用可 能 性が十 分に 考え ら れる．  

そこで ，本研 究は 携 帯電話 基地 局デ ー タから 得ら れる 情 報を 活 用し た ，都 市 交

通や街 づく り施 策 検討の 基礎 とな る 都市交 通や 地区 の 現状評 価手 法お よ び，評 価

指標を 確立 する こ とを目 的と し， 以 下の検 討を 行っ た もので ある ．  

なお，本研 究で は，携帯電 話基 地局 デ ータで ある「モ バ イル空 間統 計」を 用い
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てデー タの 検証 及 び各種 検討 を， 栃 木県の 県庁 所在 地 である 宇都 宮市 を 対象に 行

った．栃木 県宇 都 宮市は ，人 口約 52 万人の 地方 中核 都 市であ り， 2017 年 3 月に

立地適 正化 計画 が 策定さ れて いる 他 ，次世 代型 路面 電 車（ LRT）の 2022 年開業

を目指 し鋭 意事 業 が進む など ，都 市 交通や 街づ くり の 課題解 決に 向け ， 積極的 に

取り組 んで いる 都 市であ る．  

まず ，当 該デ ータ の 作成手 法の 確認 ，既 存統計 デー タと の 比較に よる 精度 検 証

を行い ，研 究を 進 める上 で十 分な 精 度を持 って いる こ とを確 認し た． 加 えて， デ

ータ上 の制 約条 件 や把握 可能 な情 報 から， 携帯 電話 基 地局デ ータ の「 強 み」及 び

「弱み 」を 整理 した ．また，モバ イル 空 間統計 から 得ら れ る，「人 の 移 動デ ー タ（人

口流動 統計 ）」を基 に，既 存の パー ソン トリッ プ調 査の 分 担率と の関 係か ら，地域

間毎に 分担 率を 推 定し， 都市 交通 施 策評価 手法 の一 つ である 環境 負荷 量 を推定 す

る手法 を提 案し て いる． 更に ，「人 の 滞留デ ータ （人 口 分布統 計 ）」 を基 に ，これ

まで評 価が 困難 で あった ，立 地適 正 化計画 で指 定さ れ る「都 市機 能誘 導 区域」 に

対する 施策 評価 手 法を提 案し た． ま た，複 数年 の「 人 口分布 統計 」に よ る昼夜 間

それぞ れの 経年 的 な人口 変化 によ る 地区分 類を 行い ， この分 類さ れた 地 区と 都 市

施設の 配置 や公 共 交通サ ービ ス と の 関係を 整理 し， 施 設や交 通サ ービ ス と 居住 及

び活動 人口 の傾 向 を把握 した ．  

本研究 は ，こ れま で パーソ ント リッ プ 調査 を 実施 が不 可 欠な評 価や ，既存 デ ー

タでは 把握 でき な かった 情報 に基 づ く評価 手法 を具 体 的に提 案し たも の であり ，

自治体 によ る施 策 検討 や 施策 評価 の 効率的 な実 施に 貢 献でき るも のと 考 えてい る ． 

 

本論文 は， 以下 に 示す 6 章 より 構成 されて いる ．  

第 1 章は 序論 であ り，研究 の背 景 ，目 的，位置 づけ ，およ び 構成 を示 した 章 で

ある． まず ，人 口 構造や 将来 趨勢 な どを示 した うえ で ，我が 国に おけ る 持続可 能

な都市 構造 への 転 換に向 けた 取り 組 みにつ いて 示し た ．その うえ で ， 都 市交通 の

問題を 示し ，都 市 構造 転 換の 重要 性 や，こ のた めの 自 動車交 通や 公共 交 通の評 価

の必要 性を 指摘 し た．ま た， 都市 交 通分野 にお いて ， 様々な ビッ グデ ー タの活 用

可能性 が広 がっ て いるこ と ， 既存 統 計デー タで は， 都 市交通 分野 で評 価 が困難 な

項目が ある こと ， これま では ，そ の 対応と して 大き な 費用が 掛か る 調 査 を実施 し

ていた 点を 指摘 し た．こ れら の点 を 踏まえ ， 都 市交 通 分野へ のビ ッグ デ ータの 活

用の必 要性 を述 べ ，既存 研究 の整 理 も踏ま えて ，都 市 交通施 策の 検討 や 評価に 資

するビ ッグ デー タ 活用に 関す る方 向 性（本 研究 の目 指 す方向 性） を示 し ，本章 の

最後に ，本 研究 の フロー を検 討項 目 に沿っ て示 して い る．  

第 2 章で は，本 研究 で用い た携 帯電 話 基地局 デー タで あ る「 モ バイ ル空 間統 計」

の概要 整理 と精 度 の検証 を行 って い る．モ バイ ル空 間 統計の 概要 整理 で は，当 該

データ の構 成や ， その生 成過 程を 示 すとと もに ，デ ー タの性 質上 配慮 さ れる個 人

情報の 取り 扱い か ら生じ る制 約条 件 なども 示し てい る ．その 後， 各デ ー タの精 度
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検証と して ， 夜 間 の滞留 人口 と統 計 データ の夜 間人 口 による 検証 及び ， 地区か ら

発生す る移 動需 要 とパー ソン トリ ッ プ調査 の発 生集 中 量を検 証し ，そ れ ぞれ高 い

精度で ある こと を 確認し た． さら に ，昼間 人口 と従 業 人口と の対 比を 行 い，既 存

統計デ ータ では 把 握でき ない 情報 が 含まれ てい るこ と を確認 した ． 一 方 で，滞 在

判定か ら生 じる 課 題 ，空 間解 像度 や 属性な ど の 細分 化 による 対象 者の 減 少から 生

じる課 題な どを 指 摘し， 当該 デー タ の強み ，弱 みと し て整理 した ．  

第 3 章で は，都 市 などを 形成 する 地 区の概 念を 示し ，一 定の機 能を もっ た 地区

の集積 によ り都 市 が形作 られ てい る ことを 述べ たう え で，携 帯電 話基 地 局デー タ

の集計 エリ アの 任 意性や その 精度 か ら地区 単位 の評 価 に適し てい ると 指 摘した ．

また， 地区 が発 揮 する機 能の 評価 視 点とし て「 機能 発 揮が可 能と なる 条 件」，「 機

能発揮 によ り発 現 する事 象」 を示 し た．こ の評 価視 点 につい て， 既存 の 評価手 法

や指標 及び ，そ の 課題を 指摘 した 上 で， 携 帯電 話基 地 局デー タか ら得 ら れる情 報

が，課 題解 決に 寄与 する 可 能性 を述 べ，その検 証 視 点と し て「 手 段分 担率 の推 定」

や「活 動人 口に よ る評価 」と いっ た 研究の 切り 口を 述 べた．  

第 4 章で は，交通 手段 が 不明 の「人 の移動 デー タ 」を 用い ，交 通手 段分 担率 の

推定を 実施 する こ とで， 公共 交通 の 再編や 道路 ネッ ト ワーク の整 備等 に 対する 交

通需要 評価 手法 を 検討・ 提案 した ． パーソ ント リッ プ 調査 デ ータ を活 用 し，公 共

交通サ ービ スと 交 通手段 分担 率の 関 係を援 用し たゾ ー ン間需 要の 手段 分 担率 推 定

手法を 具体 的に 提 案した ．  

第 5 章で は，任意 時間帯 の 地 区別 滞 留人口 が把 握で き る「 人の 滞留 デー タ」を

活用し ，立 地適 正 化計画 の評 価や 検 討に資 する 手法 を 検討・ 提案 した ． まず， 都

市機能 誘導 区域 の 魅力度 や利 便性 の 評価指 標を デー タ の特性 を踏 まえ て 2 指標 提

案し， ケー スス タ ディを 通じ て， 活 用可能 性に つい て 考察を 行っ てい る ．更に ，

経年的 な昼 間人 口 および 夜間 人口 の 変化か ら地 区を 分 類し， これ らと 都 市施設 や

交通サ ービ スと の 関係分 析を 通じ て ，都市 サー ビス と 人口変 動の 傾向 に ついて ，

考察を 行っ てい る ．  

第 6 章は，本研 究 で得ら れた 知見 と 課題を 述べ た．携帯 電話基 地局 デー タ から

得られ る情 報に よ り，こ れま では 簡 易に評 価で きな か った交 通 及 び都 市 サービ ス

と都市 の魅 力や 交 通手段 への 影響 評 価が一 定の 精度 で 可能で あ る こと を 示した 一

方で， 携帯 電話 基 地局デ ータ が新 し いデー タで ある た めに 今 後継 続し た 分析の 必

要性及 び， 更な る 可能性 につ いて も 指摘し た．  
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組み－，雑誌道路，2013.11 

 

 


